











































































































































期間 件数 金額（百万ドル） 件数 協議金額 実際金額
1991  237   174.16  3884    35.37  1105.00
1992  264   246.99  6430  5543.00  1050.00
1993  1262  1140.37 10948  9965.00  3139.00
1994  934   962.21  6247  5395.00  3391.00
1995  490  1092.71  4778  5777.00  3162.00
1996  383  1229.24  3184  5141.00  3475.00
1997  728  1614.54  3014  2814.00  3289.00
1998  641  1519.21  2970  2982.00  2915.00
1999  488  1252.78  2499  3374.44  2598.70
2000  840  2607.14  3108  4041.89  2296.28
2001  1186  2784.15  4214  6914.19  2979.94
2002  1490  3858.76  4853  6740.84  3970.64
2003  1837  4594.99  4495  8557.87  3377.24
2004（1–5月）  881  2727.94 ─ ─ ─




































































































































東北地区 長春、瀋陽、大連、吉林  4
西南地区 重慶、南寧、桂林、成都、昆明、北海  6















1990  3 北京、深圳、花都
1991  2 海南、汕頭
1992  3 廣州、煙台、廈門





1996  8 無錫、徐州、肇慶、江門、鄭州、盟城、鎮江、唐山
1997 2 南通、青島
1998  4 南京、杭州、大連、昆山
1999  5 常州、南昌、西安、濟南、湛江
2000 4 河源、茂名、長沙、梧州
2001 2 北海、溫州
2002  4 義烏、陽江、泰州、威海
2003  6 合肥、張家界、紹興、宜昌、嘉興、常熟











































































































































































































































































































































































属性 機能（構成面） 主要業務 備考
対内 投資安全の保障に係る
協力
会員である企業と政府の関連部門との
意思の疎通を図り問題解決に努め、当
地の政府の官吏を相談役に招聘し、定
期的に座談会を行い、当地の政府と台
湾との連携を強め、企業自身の利益に
関わる政府の政策が緊急に発表された
場合は、会員に真っ先に通知する。
市場のビジネス情報の
提供
会員名簿の刊行、対外視察団の派遣。
市場拡大シンポジウム、企業創業と製
品の発表会などを行う。協会のトレー
ディングセンターを開設してビジネス
情報を提供する。協会会館を建設して
展示会などを行う。不定期に台湾、中
国の専門家を招き、会員との座談会、
養成講座などを行う。
当地の台湾企業の好ま
しい印象を維持する。
公益活動を行う。募金、資源の醵出、
文芸活動などを当地の学校と共催する
か、協会自身で催す。コミュニティー
との協力。台湾企業のイメージアップ
を図り、好ましい印象を維持する。
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註
（11）　中国各地台資企業協会組織章程参照。
（12）　蔡宏明「台資企業協会管理辦法對兩岸關係的影響」歐亞研究通訊６卷５期
12–14頁（2003年５月）参照。
（13）　許淑幸、「大陸台商協會在兩岸互動的角色研究」展望與探索雜誌（台北）
１卷９期44頁（2003年９月）参照。
交流親睦活動を主催 対外視察団の派遣、友会団体の訪問の
接待、球技大会、バーベキュー・パー
ティー、食事会、ピクニックなとの親
睦活動を行う。芸術活動を催す。協会
会館を建設して親睦活動の場を提供す
る。婦女会または婦女委員会を設立し
て、料理、生け花教室などを開催する。
対外 アクシデントの処理に
係る協力
不定期であるが、協会の業務には通常
アクシデントの処理の協力を含む。例
えば人身の安全、救難活動など。但
し、多くの協会、台湾企業は、悪しき
を隠し、良いことのみを公表する傾向
にあるため、係るアクシデントの処理
については通常語らない。
非公開
緊密な政商関係を築く 台湾、中国各地の要人、団体の接待。
台湾に帰国して大規模な懇親会、座談
会に出席する。当地の地方政府と台湾
との連携を強める。
台湾政府のリソースを
獲得する
台湾に帰国して台湾政府との連携を強
める。
コミュニケーションの
ルートを制度化する
現地政府官吏を顧問として招聘し、定
期の座談会を行う。台湾に帰国し、帰
国して大規模な懇親会、座談会に出席
し、深いディスカッションを行う。
台湾企業のニーズを反
映させる
現地政府官吏を顧問として招聘し、定
期の座談会を行う。台湾に帰国し、帰
国して大規模な懇親会、座談会に出席
する。
資料：許淑幸2003年６月
（姶）
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（14）　陳偉鴻「台資企業協会会長人物インタビュー」『兩岸經貿』2000年から
2003年（不定期發表）各期参照。
（15）　海基会は、2000年、33の台資企業協会の名簿を収集し『大陸地区台商会員
名簿』を出版した。従って、現在、協会数は倍増していると考える。
（16）　呂鴻徳＝林耀欽「全球台商組織運作功能與組織間発展策略之研究」『全球
華人経済力現況與展望』国際学術検討会2000年９月29日、http://www.ocac.gov.
tw/dep3topicpublic.asp?selno=2635&topage=4。
（17）　許淑幸「大陸台商協会在兩岸互動的角色研究」展望與探索（台北）１卷９
期45–46（2003年９月）参照。
５　おわりに
近年、台湾企業の中国進出は、以前に比して企業数が下回る。但し、投
資金額とその規模は例年を上回る。しかもほとんどが電子・情報産業に集
中している。ここから明らかなように台湾企業の西進の歩みは決して速度
を落としていない。将来、大企業が「台資企業協会」に加盟して運営に参
加するであろう。そうなれば、「台資企業協会」の役割と機能もますます
重要になってくる。最近の関連資料でも明らかなように、中国政府は「台
資企業協会」が企業を誘致し、資本を集めるなかで果たした作用をますま
す重要視して、今後は更に多くの任務と要求が課せられるであろう。
「台資企業協会」の重要性が日増しに高まるにつれて、協会の果たす台
湾企業の問題解決、台湾企業と当地政府との間における意思の疎通などの
機能も大きな評価が得られるようになった。
ただし、「台資企業協会」は二重管理体制と半官半民の二極構造による
制限を受けるため、その提供するサービス、コミュニケーションの機能は
ある程度の干渉を受けている。
中国の社会団体は二極構造の制限を受け半官半民の性質を有するため、
その自主性を100パーセント発揮するよう要求することは難しい。「台資
企業協会」にしても同様の状況に面している。但し、中国各地における
「台資企業協会」の発展から見れば、地位的な格差を有することに気づく
であろう。中国大陸を南に向かうにつれて「台資企業協会」の活動は活発
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になって行く。その運営も比較的自主性があり、果たす機能も強いものが
ある。当然のことながら、これは当地の「台資企業協会」の思考方法とや
り方にも密接に関連する。
資金の供給源と主導部の任命という二つのパラメータによって、社会団
体が自主性を有するか否かを判断できるとのことである
（逢）
。資金の供給につ
いて言えば、「台資企業協会」の資金は会員の納める会費、もしくは会
長、副会長、理事などの幹部の寄付を主要な供給源とする。この点からみ
れば、中国政府の台湾事務部門は、少なくとも経費を利用して協会の運営
を牽制することはない（ただし、中国政府の台湾事務部門は、各地の「台
資企業協会」の会員数、実力などの条件に基づき、かなりの額の予算を組
んで経費の補助金を提供しているそうだ。また、「台資企業協会」の会長
に一定数のビジネスチャンスを分配し、「台資企業協会」の運営の補助と
しているとのことだ）。
指導部の任命について言えば、中国政府の台湾事務部門の影響力は過去
からずっと顕在している。「北京市台資企業協会」においては、1994年度
の第三期会長改選に台湾事務部門が明らかに介入している。2003年度の
第六期会長改選についても、台湾事務部門の介入の影が見られた。実際に
は、中国各地の「台資企業協会」は、事実上、各地の台湾事務部門の介入
を大なり小なり受けている。ここから明らかなように、台湾事務部門は協
会の幹部選任にある程度の影響力を有している。一般に、指導部を任命す
る方式は台湾事務部門が中心となって行われるため、「台資企業協会」と
中国政府との関係はかなり密接している。仮に「台資企業協会」内部にお
いて、組織の下層が上層部を選任できれば、その自主性は強くなる。
一般に、「台資企業協会」の提供するサービスは多くの会員から好まし
い評価を得ている。但し、問題解決の能力については評価が分かれてい
る。協会の経費には限りがある。専門職の人的資源も不足しているという
状況下にあって、サービスの質は良かったり悪かったりである。協会幹部
の協会の業務に対する積極性については、その考え、熱意の度合いによっ
て業務に影響を与える重大な要素となる。また、協会自体について、知名
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度が足りない、機能の健全性に欠けるなどの欠点は、自身で改善すべき所
である。中国に投資する台湾企業がますます増える状況下にあって、「台
資企業協会」は、将来異なる分野の産業における台湾企業のさらに多くの
ニーズに対応できるか否かが、一つの試金石となるであろう。
中国政府が公布した「台湾同胞投資企業協会管理暫行辦法」の目的は言
うまでもない。一部の条文のあからさまな政治化傾向は注目に値する。特
に、同法が公布されてからの台湾事務部門の「台資企業協会」に対する介
入は、その形態の正常性と合法性が更に強化されて、将来の「台資企業協
会」の発展の方向性に大きな影響を与るか否かについては、評価が待たれ
るが、但し、中国政府が「台資企業協会」の業務を積極的に監視してコン
トロールしようとしていることは明らかである。将来「台資企業協会」は
更に多くの熱心な会員の力を結集し、組織を更に制度化してゆかなけれ
ば、台湾事務部門の監視はますます広がって行き、協会の自主性はますま
す収縮して行く。
台湾政府の中国における「台資企業協会」の位置づけは、2004年の総
統選以後微妙な変化が起きている。この選挙において民進党の候補者であ
る陳水扁氏は、投票数が国民党、親民党両党の推す候補者を僅かに上回っ
ただけであった。そこで、中国政府は台湾問題の政策において台湾独立に
反対する態度を積極的に表すようになった。これには一連の「綠色台商
（民進党シンパの台湾企業）」に対する厳しい取締り、融資、資金借り入
れの厳しい縮小、課税問題などが挙げられる。「重慶台資企業協会」の陳
一笙会長の言によれば、中国では2006年に至るまでに各地の「台資企業
協会」の組織を安定させ、如何なる状況の発生をも許さないとの命令が
下ったそうだ
（葵）
。最近、「重慶台資企業協会」では会長の改選が行われた
が、選挙の結果を台湾事務部門に報告しなければならず、会長、副会長、
理事、監査役などの重要幹部は台湾事務部門の幹部がリストに基づいて厳
格な検査を行い、背景に民進党寄りの傾向がある台湾企業は、「台資企業
協会」の要職から一律排除された。以前、会長の改選は、このように厳し
く執り行われたことはなく、台湾事務部門に届けるだけで容易に査定され
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ていた。
かかる状況が発展すれば、「台湾同胞投資企業協会管理暫行辦法」の規
定もあいまって、台湾からの重要な団体、または人員を接待する場合は当
地の業務管理機関に必ず届けなければならず、設立記念、年度更新、もし
くはその他祝賀活動を行う場合も業務管理機関に届けて許可を得なければ
ならなくなる。また、地区を跨いで活動を行う場合は業務管理機関から上
の主務官庁に報告し、その許認可を得なければならないなどの規定が適用
されることになる。すなわち、「台資企業協会」は位置付けと自主性に欠
けるという両方面において大きな挑戦を受ける。台湾、中国両政府の特殊
性と、「台湾同胞投資企業協会管理暫行辦法」第11条第１項の特別規定
「『台資企業協会』の会長、副会長は一つの中国の原則を遵守し、国家の
統一を擁護しなければならない」によって、「台資企業協会」は中国政府
の強烈な監視と介入に相対することになる。台湾企業へのサービスを目的
とする組織が、国家の統一戦略の意義を含む多極化した組織に発展して行
きそうだ。その自主性に係る変化は注目に値する。
通常、中国各地の「台資企業協会」会長、副会長などの指導者は、ほと
んどが名義上の務職であって、実際には地方政府の台湾事務部門の官吏が
協会の業務に責任を負っている。廈門の「台資企業協会」を例に挙げれ
ば、廈門の台湾事務部門は副主任兼副会長を派遣して協会の指導に参与さ
せている。同時に副秘書長を派遣して秘書長による秘書部門の業務の指導
に協力している
（茜）
。協会の経費、人的資源ともに限りがある状況下にあっ
て、提供されるサービスの質は、会長の指導者としての風格と、幹部グ
ループの業務に対する熱意、積極性によって決まるといえる。このように
人的要素の色合いが濃厚であれば、制度を構築することは難しくなる。同
時に、中国に投資する台湾企業がますます増え「台資企業協会」が台湾企
業の異なる多くのニーズに対応できるか否かも、一つの試金石となるであ
ろう。中国社会が徐々に開放されて行くと同時に、「台資企業協会」も内
部において下から上への改革を推し進める力と、これを阻止する力との駆
け引きが展開されるであろう
（穐）
。よって、サービスの質と安定性について
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も、引き続き観察する必要がある。
社会がグローバル化する趨勢にあり、台湾企業も変化する必要がある。
同時に、中国社会が徐々に開放されて行き、政府の改革を推し進める力
と、これを阻止する力との駆け引きの中で、「台資企業協会」の組織の運
営も下から上に向かう趨勢に乗って発展すべきである
（悪）
。民主的な手続きに
適合させ、外部からの干渉を減少させ、協会の業務を健全化させることに
よって、「台資企業協会」の制度化が進み、自主性も高くなる。
台湾企業協会の健全な発展は、協会の業務の承継とサービスの質のいず
れに対しても、正面からの補助をもたらすものである。将来に向かい、
様々なルートを通じて台湾企業の合法的な権益を保障し、国際的な競争力
を高めることは、台湾海峡の両岸政府ともに望むところである。台湾と中
国が直接コンタクトを取り、直接協議を行うことができない状況下にあっ
て、台湾企業協会の組織が健全であれば、NGOの機能を発揮して、台
湾、中国両方政府の好ましい対話を促進することができる。また、台湾企
業協会が両方政府間の交流において果たす役割は極めて重要であり、経済
関係の正常な発展を促すのみならず、将来の台湾、中国の関係改善に正面
からの大きな助力を与えることになる。
ただし、中国における政治の趨勢は予測し難いものがあり、台湾企業協
会も亦、中国政府から制約を受けており、これに対して台湾政府が提供で
きるリソースも限られたものでしかない。係る状況下にあって、中国にお
ける台湾企業協会が台湾企業に提供できるサービスを如何にして強化し、
また台湾企業が如何にして台湾企業協会と共同で合法的な権益を保障して
行くのか、更には台湾企業協会と、台湾、中国両政府との関係を如何にし
てより良好なものにして行くか、熟考に値する課題である。
註
（18）　王名＝劉國瀚＝何建宇『中國社團改革─從政府選擇到社會選擇』（北京社
會科學文廚出版社、2001年）234–235頁。
（19）　中央社報導、2004 年６月12 日、網址：http://www.epochtimes.com/b5/4/6/12/
n566894.htm
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（20）　陳偉大鴻「溫文有禮　以人為本─廈門台資企業協會吳會長進忠」月刊兩岸
經貿138期44頁（2003年）参照。
（21）　中国 NGOの發展趨勢については、鄧國勝「1995年以來大陸 NGO的變化
與發展趨勢」喜瑪拉雅研究發展基金會『兩岸非營利組織學術研討會』（台北
市、2002年７月31日）40–42頁参照。
（22）　鄧國勝「1995年以來大陸 NGO的變化與發展趨勢」喜瑪拉雅研究發展基金
會『兩岸非營利組織學術研討會』（台北市、2002年７月31日）35–39頁参照。
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